高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網

（趣旨）

第1条　この要網は、高知県補助金等交付規則（昭和４３年高知県規則第７号）第24条の規定に基づき、高知県商店街振興組合指導事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（補助目的）

第2条　補助金は、高知県商店街振興組合連合会（以下「補助事業者」という。）が行う次条に規定する事業（以下「補助事業」という。）に対し、当該補助に要する経費を補助することにより、中小小売商業の振興並びに中心市街地等の商店街及び商業集積の活性化の促進に寄与することを目的とする。

（補助金の交付対象）

第3条　補助金は、補助事業者が実施する商店街振興組合及び商店街振興組合連合会の設立、運営等に関する指導、商店街活性化のための各種研修及び調査事業等に必要な経費であって、別表に定めるもののうち、知事が必要がありかつ適当であると認めるものについて、予算の範囲内において交付する。

（補助金の額）

第4条　補助金の額は、予算の範囲内で知事が別に定める。

（補助金の交付の申請）

第5条　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、別記第1号様式による補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。

２　補助事業者は、前項の規定により補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計に額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、補助金の交付申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

（補助金の交付の決定及び通知）

第6条　知事は、前条第１項の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、補助金を交付すべきものと認めたときは速やかに補助金の交付の決定を行い、別記第2号様式による補助金交付決定通知書を当該補助事業者に通知するものとする。

２　知事は、前項の規定による補助金の交付の決定に当たっては、前条第2項の規定により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当であると認めたときは、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するものとする。

３　知事は、前条第2項ただし書の規定による補助金の交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。

４　知事は、第1項の通知に際して必要な条件を付することができる。

（補助金の変更の申請）
第７条　補助事業者は、補助事業の内容又は補助事業に要する経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ別記第3号様式による変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。

２　前項ただし書に規定する軽微な変更とは、前条第１項の規定により補助金の交付の決定を行った補助事業の内容のうち、次に揚げるものとする。

（１）補助事業の内容の変更については、補助金の交付の目的の達成に支障をきたすことがなく、かつ、補助事業の能率の低下をもたらさない事業計画の細部の変更をする場合

（２）補助事業の経費の配分の変更については、補助対象事業の各項目相互間で、２０パーセント以内の経費の配分の変更である場合

３　知事は、第1項の規定による承認をする場合において、必要があると認めるときは、補助金の交付の決定の内容を変更し、又は条件を付すことができる。

（補助事業の中止又は廃止）

第８条　補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ別記第4号様式による中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（補助事業遅延等の報告）

第9条　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに、別記第５号様式による補助事業遅延等報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。

（状況報告）

第１０条　補助事業者は、９月３０日現在における補助事業の遂行の状況について、別記第６号様式による遂行状況報告書を１０月２０日までに、知事に提出しなければならない。

（実績報告）

第１１条　補助事業者は、補助事業が完了したとき又は第８条の規定による廃止の承認を受けたときは、別記第７号様式による補助事業実績報告書を補助事業の完了の日から２５日を経過した日又は３月３１日のいずれか早い日までに知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月５日までに知事に提出しなければならない。
２　補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。

（補助金の額の確定等）

第１２条　知事は、前条第１項の規定による報告を受けた場合は、当該報告の内容の審査及び必要に応じて行う現地調査により、当該報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定することとする。この場合において、補助金の交付決定額と補助金の確定額とが相違する場合は、補助事業者に通知するものとする。

２　知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

３　前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。

（交付決定の取消し等）

第１３条　知事は、第８条の規定による承認をしたときは、第６条第１項の規定による補助金の交付の決定の全部又は一部を取消し、又は変更することができる。

２　知事は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又はこの要網の規定に違反したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

３　知事は、前項の規定による取消し又は変更を行った場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

４　知事は、第２項の規定による取消しを行い、前項の規定による補助金の返還を命ずる場合は、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した加算金の納付を合わせて命ずるものとする。

５　第３項の規定による補助金の返還及び前項の規定による加算金の納付については、前条第３項の規定を準用する。

（補助金の交付）
第１４条　補助金は、第１２条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に、交付するものとする。ただし、知事が補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、概算払をすることができる。

２　補助事業者は、前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、別記第８号様式による概算払請求書を知事に提出しなければならない。

（帳簿書類の備付け）

第１５条　補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を作成し、当該帳簿書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１６条　補助事業者は、補助事業の完了後に補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別記第９号様式による報告書により速やかに知事に報告しなければならない。

２　知事は、前項の規定による報告があった場合は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

（情報の開示）

第１７条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示するものとする｡

（グリーン購入）

第１８条　補助事業者は、補助事業の実施において物品等を調達する場合は、県が定める「高知県グリーン購入基本方針（平成１３年３月策定）」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。

（委任）

第１９条　この要網定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。

（附　則）

１　この要網は、平成１５年６月１０日から施行し、平成１５年６月１日から適用する。

２　この要網は、平成２３年５月３１日限り、その効力を失う｡ただし、この要網に基づき交付された補助金については、第１１条から第１７条までの規定は同日以降もなおその効力を有する。

（附則）

１　この要網は、平成１６年６月１５日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。

（附則）

１　この要網は、平成１７年７月１９日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。

（附則）

１　この要網は、平成１８年４月１日から施行する。
（附則）

１　この要網は、平成２０年４月１日から施行する｡

附則
　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）
	補助対象事業
	補　助　対　象　経　費

	(1)支援事業
(2)商店街等活性化調査・研究事業

(3)人材育成支援事業

(4)中小商業経営革新支援事業
	謝金、旅費、通信運搬費、使用料及び賃借料、消耗品費、印刷製本費、雑役務費、テキスト等資料購入費並びに商店街組合調査事業に必要な業務を委託する経費


別記
第１号様式（第５条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付申請書

　下記のとおり商店街振興組合指導事業を実施したいので、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第５条第１項の規定により、補助金の交付を申請します。

記

　１　補助事業の内容　　　　 （別紙１のとおり）

　２　補助事業に要する経費　　金　　　　　　　円

　３　補助対象経費　　　　　　金　　　　　　　円

　４　補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　円

　５　補助事業完了予定期日　　平成　　年　　月　　日

　６　収支予算　　　　　　　（別紙２のとおり）

（注）　補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明らかな場合は、次の算式を明記し、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請してください。
　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除額＝補助金額

別紙１

商店街振興組合指導事業費補助事業計画書

	事　　　　　　　業
	計画内容

	(１)支援事業
	

	(２)商店街等活性化調査・研究事業
	

	(３)人材育成支援事業
	

	(４)中小商業経営革新支援事業
	


（注）各事業の計画を「計画内容」欄に記載してください。
別紙２

収　支　予　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　　目
	予　　　　　　算　　　　　　額
	備　　　考

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	計
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　　目
	予　　　　　　算　　　　　　額
	備　　　考

	(１)支援事業
	
	

	(２)商店街等活性化調査・研究事業
	
	

	(３)人材育成支援事業
	
	

	(４)中小商業経営革新支援事業
	
	

	計
	
	


（注）原本証明を行ってください。
第２号様式（第６条関係）

高知県指令　第　　　号

補助金交付決定通知書

高知県商店街振興組合連合会　様

平成　年　月　日付け　第　　号で補助金の交付の申請がありました平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金は、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により下記条件により、金　　　　　　円を交付することに決定しましたので、通知します。

平成　　年　　月　　日

高知県知事　尾﨑　正直
記

１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、申請書に記載のとおりとする。

２　補助事業に要する経費及び補助対象となる経費は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費、補助対象となる経費及び補助金の金額については、別に通知するところによるものとする。

補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円

補助対象となる経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円

３　補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額の区分は、補助金交付申請書に記載のとおりとする。

４　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、高知県補助金等交付規則（昭和４３年３月高知県規則第７号）及び高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網に従わなければならない。

第３号様式（第７条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金に係

る補助事業の内容（経費の配分）の変更承認申請書

平成　年　月　日付け高知県指令　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業の内容（経費の配分）を下記のとおり変更したいので、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第７条第１項の規定により、承認を申請します。

記

１　変更の理由

２　変更の内容

（１）　事業の内容

	変　　　更　　　前
	変　　　更　　　後

	
	


（２）　変更収支予算書（別紙のとおり）
３　計画変更が補助事業に及ぼす影響

別紙

変　更　収　支　予　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　目
	予　　　　　　算　　　　　　額
	備　　考

	
	変　　更　　前
	変　　更　　後
	

	県補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	計
	
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　目
	予　　　　　　算　　　　　　額
	備　　考

	
	変　　更　　前
	変　　更　　後
	

	(１)支援事業
	
	
	

	(２)商店街等活性化調査・研究事業
	
	
	

	(３)人材育成支援事業
	
	
	

	(４)中小商業経営革新支援事業
	
	
	

	計
	
	
	


（注）原本証明を行ってください。
第４号様式（第８条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金に係る

補助事業の中止（廃止）承認申請書

平成　年　月　日付け高知県指令　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第８条の規定により申請します。

記

１　中止（廃止）する理由

２　中止の期間（廃止の日）

第５号様式（第９条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金

に係る補助事業遅延等報告書

平成　年　月　日付け高知県指令　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業について、下記のとおり事故があったので、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第９条の規定により報告します。

記

１　補助事業の進ちょく状況

２　これまでに要した経費

３　事故の内容及び原因

４　事故に対する措置

５補助事業の遂行及び完了の予定

（注）事故の理由を立証する書類を添付してください。
第６号様式（第１０条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金

に係る補助事業の遂行状況報告書

平成　年　月　日付け高知県指令　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業について、上記の補助事業の遂行状況を高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第１０条の規定により別紙のとおり報告します。

別紙

遂行状況報告書

　商店街振興組合指導事業

	事　　　　　　　　業
	実施内容

	(１)支援事業
	

	(２)商店街等活性化調査・研究事業
	

	(３)人材育成支援事業
	

	(４)中小商業経営革新支援事業
	


（注）記載に当たっては、別記第１号様式による補助金交付申請書の別紙１「商店街振興組合指導事業費補助事業計画書」に準ずること。
第７号様式（第１１条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金

に係る補助事業実績報告書

平成　年　月　日付け高知県指令　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました事業を完了（廃止）しましたので、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第１１条第１項の規定により下記の書類を添えて報告します。

記

１　補助事業の実績　　　　　　（別紙１のとおり）
２　補助事業の収支実績　　　　（別紙２のとおり）
３　事業完了（廃止）年月日　　平成　　年　　月　　日
別紙１

商店街振興組合指導事業費補助金事業実績書

　団体名　　　　　　　　　　　　　
	事　　　　　　　　業
	実施内容

	(１)支援事業
	

	(２)商店街等活性化調査・研究事業
	

	(３)人材育成支援事業
	

	(４)中小商業経営革新支援事業
	


別紙２

収　支　決　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　目
	決　　　　　　　算　　　　　　　額
	備　　考

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	計
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　目
	決　　　　　　　算　　　　　　　額
	備　　考

	(１)支援事業
	
	

	(２)商店街等活性化調査・研究事業
	
	

	(３)人材育成支援事業
	
	

	(４)中小商業経営革新支援事業
	
	

	計
	
	


（注）原本証明を行っなってください。
第８号様式（第１４条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度高知県商店街振興組合指導事業費補助金

概算払請求書

平成　　年　　月　　日付け高知県指令　第　　　号で補助金の交付の決定通知がありました補助事業について、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第１４条第２項の規定により下記のとおり請求します。

記

　金　　　　　　　　　　　　円
　　　　１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　２　概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　３　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　４　残額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

第９号様式（第１６条関係）

第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

高知県知事

住所

申請者　名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書

このことについて、高知県商店街振興組合指導事業費補助金交付要網第１６条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

　１　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

円

　３　消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税仕入控除税額

円

　４　補助金返還相当額（３－２）







